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趣旨

（１）医療機能情報提供制度の刷新（令和６年４⽉施⾏）
• かかりつけ医機能（「 ⾝近な地域における⽇常的な診療、疾病の予防のための措置その他の医療の提供を⾏う機能」と定義）を⼗分に理

解した上で、⾃ら適切に医療機関を選択できるよう、医療機能情報提供制度による国⺠・患者への情報提供の充実・強化を図る。
（２）かかりつけ医機能報告の創設（令和７年４⽉施⾏）
• 慢性疾患を有する⾼齢者その他の継続的に医療を必要とする者を地域で⽀えるために必要なかかりつけ医機能（①⽇常的な診療の総合

的・継続的実施、②在宅医療の提供、③介護サービス等との連携など）について、各医療機関から都道府県知事に報告を求めることとす
る。

• 都道府県知事は、報告をした医療機関が、かかりつけ医機能の確保に係る体制を有することを確認し、外来医療に関する地域の関係者と
の協議の場に報告するとともに、公表する。

• 都道府県知事は、外来医療に関する地域の関係者との協議の場で、必要な機能を確保する具体的⽅策を検討・公表する。
（３）患者に対する説明（令和７年４⽉施⾏）
• 都道府県知事による（２）の確認を受けた医療機関は、慢性疾患を有する⾼齢者に在宅医療を提供する場合など外来医療で説明が特に必

要な場合であって、患者が希望する場合に、かかりつけ医機能として提供する医療の内容について電磁的⽅法⼜は書⾯交付により説明す
るよう努める。

 かかりつけ医機能については、これまで医療機能情報提供制度における国⺠・患者への情報提供や診療報酬における評価を中⼼に取り
組まれてきた。⼀⽅で、医療計画等の医療提供体制に関する取組はこれまで⾏われていない。

 今後、複数の慢性疾患や医療と介護の複合ニーズを有することが多い⾼齢者の更なる増加と⽣産年齢⼈⼝の急減が⾒込まれる中、地域
によって⼤きく異なる⼈⼝構造の変化に対応して、「治す医療」から「治し、⽀える医療」を実現していくためには、これまでの地域
医療構想や地域包括ケアの取組に加え、かかりつけ医機能が発揮される制度整備を進める必要がある。

 その際には、国⺠・患者から⾒て、⼀⼈ひとりが受ける医療サービスの質の向上につながるものとする必要があることから、
• 国⺠・患者が、そのニーズに応じてかかりつけ医機能を有する医療機関を適切に選択できるための情報提供を強化し、
• 地域の実情に応じて、各医療機関が機能や専門性に応じて連携しつつ、⾃らが担うかかりつけ医機能の内容を強化することで、地域において

必要なかかりつけ医機能を確保するための制度整備を⾏う。

概要
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かかりつけ医機能が発揮される制度整備

○かかりつけ医機能が発揮される制度整備としては、（１）医療機能情報提供制度の刷新、（２）かかりつけ医機能報
告の創設、（３）患者に対する説明で構成される。

「かかりつけ医機能が発揮される制度の施⾏に関する分科会」資料より抜粋（⼀部改変）



かかりつけ医機能報告概要

かかりつけ医機能報告の流れ

○慢性疾患を有する高齢者等を地域で支えるために必要なかかりつけ医機能について、医療機関から都道府県知事に報告。
○都道府県知事は、報告をした医療機関がかかりつけ医機能の確保に係る体制を有することを確認し、外来医療に関する地域の関係者との協
議の場に報告するとともに、公表。

○都道府県知事は、外来医療に関する地域の協議の場において、地域でかかりつけ医機能を確保するために必要な具体的方策を検討し、結果
を取りまとめて公表。

かかりつけ医機能報告
対象医療機関

① かかりつけ医機能の報告

具体的方策の例
◆地域で不足する機能を担うための研修や支援の企画・実施
◆地域の医療機関に地域で不足する機能を担うよう働きかけ
◆地域の医療機関間の連携の強化 など

※医療機関の報告内容について、実際には体制を有していないことが明らかになった場合は、その機能については都道府県による公表の対象外
医療機関の報告懈怠・虚偽報告等の場合は報告・是正の命令等（第30条の18の４第６項等）

⑥ 地域でかかりつけ医機能を確保するために必要な具体的方策を検討 （第30条の18の５）

都道府県

◆継続的な医療を要する者に対す
るかかりつけ医機能の有無・内容

（第30条の18の４第１項）

＜報告項目イメージ＞
１：日常的な診療を総合的
かつ継続的に行う機能

２：１を有する場合、
(1)時間外診療、(2)入退院支援、(3)
在宅医療、(4)介護等との連携、(5)
その他厚生労働省令で定める機能

② 報告の内容

④確認結果

⑤
確
認
結
果
の
報
告

③ 都道府県
の確認

外来医療に関する
地域の協議の場

公

表

⑦協議結果 公

表

２（１）～（４）等の機能の
確保に係る体制を確認（※）。

・体制に変更があった場合は、
再度報告・確認

（第30条の18の４第３項、第５項）

（第30条の18の４第７項）

（第30条の18の４第４項）

（第30条の18の４第２項）

※介護等に関する事項を協議する場合には、市町村の参加を求め、介護等に関する各種計画の
内容を考慮。
※高齢者保健事業や地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の状況に留意。
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令和7年度以降の実施スケジュール
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○ かかりつけ医機能報告について、医療機能情報提供制度に基づく報告と併せて⾏えるよう、以下の
ようなスケジュールとする。
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報告を求めるかかりつけ医機能「１号機能」

 かかりつけ医機能報告を⾏う対象医療機関
 特定機能病院及び⻭科医療機関を除く、病院・診療所
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○かかりつけ医機能報告を⾏う対象医療機関は、特定機能病院及び⻭科医療機関を除く、病院・診療所とする。
○報告を求めるかかりつけ医機能（１号機能）の概要は以下のとおり。１号機能に係る報告事項がいずれも可の場合は、

「１号機能を有する医療機関」として２号機能の報告を⾏う。

 具体的な機能（１号機能）
 継続的な医療を要する者に対する発⽣頻度が⾼い疾患に係る診

療を⾏うとともに、継続的な医療を要する者に対する⽇常的な
診療において、患者の⽣活背景を把握し、適切な診療及び保健
指導を⾏い、⾃⼰の専門性を超えて診療や指導を⾏えない場合
には、地域の医師、医療機関等と協⼒して解決策を提供する機
能

 医療機関からの報告事項（１号機能）
 「具体的な機能」を有すること及び「報告事項」について院内

掲示していること
 かかりつけ医機能に関する研修の修了者の有無、総合診療専門

医の有無
 17の診療領域※1ごとの⼀次診療の対応可能の有無、いずれか

の診療領域について⼀次診療を⾏うことができること
 ⼀次診療を⾏うことができる疾患
 医療に関する患者からの相談に応じることができること
※1 ⽪膚・形成外科領域、神経・脳⾎管領域、精神科・神経科領域、眼領域、⽿⿐咽

喉領域、呼吸器領域、消化器系領域、肝・胆道・膵臓領域、循環器系領域、腎・泌
尿器系領域、産科領域、婦⼈科領域、乳腺領域、内分泌・代謝・栄養領域、⾎液・
免疫系領域、筋・骨格系及び外傷領域、⼩児領域

※ 上記の１号機能に係る報告事項がいずれも可の場合は、「１号機能
を有する医療機関」として２号機能の報告を⾏う。

※ かかりつけ医機能に関する研修及び⼀次診療・患者相談対応に関す
る報告事項については、改正医療法施⾏後５年を目途として、研修
充実の状況や制度の施⾏状況等を踏まえて、改めて検討する。

「かかりつけ医機能が発揮される制度
の施行に関する分科会」資料より抜粋



報告を求めるかかりつけ医機能「２号機能」

 具体的な機能（２号機能）
 （１）通常の診療時間外の診療
・通常の診療時間以外の時間に診療を⾏う機能

 （２）入退院時の⽀援
・在宅患者の後⽅⽀援病床を確保し、地域の退
院ルールや地域連携クリティカルパスに参加し、
入退院時に情報共有・共同指導を⾏う機能

 （３）在宅医療の提供
・在宅医療を提供する機能

 （４）介護サービス等と連携した医療提供
・介護サービス等の事業者と連携して医療を提
供する機能
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○報告を求めるかかりつけ医機能（２号機能等）の概要は以下のとおり。
○各報告事項のうち、いずれかが「有」の場合は「当該機能有り」として報告を⾏う。

 医療機関からの報告事項（２号機能）
 （１）通常の診療時間外の診療

① ⾃院⼜は連携による通常の診療時間外の診療体制の確保状況（在宅当番医制･休⽇ 夜間急患
センター等に参加、⾃院の連絡先を渡して随時対応、⾃院での⼀定の対応に加えて他医療機関
と連携して随時対応等）、連携して確保する場合は連携医療機関の名称

② ⾃院における時間外対応加算１〜４の届出状況、時間外加算、深夜加算、休⽇加算の算定状況

 （２）入退院時の⽀援
① ⾃院⼜は連携による後⽅⽀援病床の確保状況、連携して確保する場合は連携医療機関の名称
② ⾃院における入院時の情報共有の診療報酬項目の算定状況
③ ⾃院における地域の退院ルールや地域連携クリティカルパスへの参加状況
④ ⾃院における退院時の情報共有・共同指導の診療報酬項目の算定状況
⑤ 特定機能病院・地域医療⽀援病院・紹介受診重点医療機関から紹介状により紹介を受けた外来

患者数

 （３）在宅医療の提供
① ⾃院⼜は連携による在宅医療を提供する体制の確保状況（⾃院で⽇中のみ、⾃院で24時間対応、

⾃院での⼀定の対応に加えて連携して24時間対応等）、連携して確保する場合は連携医療機
関の名称

② ⾃院における訪問診療・往診・訪問看護の診療報酬項目の算定状況
③ ⾃院における訪問看護指示料の算定状況
④ ⾃院における在宅看取りの実施状況

 （４）介護サービス等と連携した医療提供
① 介護サービス等の事業者と連携して医療を提供する体制の確保状況（主治医意⾒書の作成、地

域ケア会議・サービス担当者会議等への参加、介護⽀援専門員や相談⽀援専門員と相談機会設
定等）

② 介護⽀援専門員や相談⽀援専門員への情報共有・指導の診療報酬項目の算定状況
③ 介護保険施設等における医療の提供状況（協⼒医療機関となっている施設の名称）
④ 地域の医療介護情報共有システムの参加・活用状況
⑤ ＡＣＰの実施状況

 その他の報告事項
 健診、予防接種、地域活動（学校医、産業医、

警察業務等）、学⽣・研修医・リカレント教
育等の教育活動 等

 １号機能及び２号機能の報告で「当該機能有
り」と現時点でならない場合は、今後担う意
向の有無

「かかりつけ医機能が発揮される制度
の施行に関する分科会」資料より抜粋



【課題解決の具体策の例】
・ICTの活用による患者情報の共有<協議事項>

・ かかりつけ医機能報告により得られた情報を基に、地域での時間外
（休⽇・夜間）の医療機関間の連携体制の構築状況を把握
・ 在宅当番医制・休⽇夜間急患センター等に参加している医療機関
・ ⾃院の連絡先を渡して随時対応している医療機関
・ 他の医療機関と連携して随時対応している医療機関 等

・ 地域において連携体制が構築できていない場合は、その課題を把握
（例えば、連携先の不⾜、患者情報の共有が不⼗分 等）

・ 課題を踏まえ、連携体制の構築についての具体策を検討

【目指すべき姿】
○ 地域での時間外（休日・夜間）の医療機関間の連携体制を構築し、患者が時間外に体調の悪化等があった場
合にも、身近な地域で適切な診療や相談を受けられるようにする。

<参加者の例>
※協議内容に応じて参加
者は異なることに留意
・郡市区医師会
・都道府県・保健所
・市町村
・関係する診療所
・関係する病院
・薬剤師会
・看護協会 など

時間外対応の
連携先を⾒つけたい

在宅

訪看診療所

病院

【課題解決の具体策の例】
・時間外対応の連携先の確保
・休⽇夜間急患センターの参加調整・促進【協議の場】

協議の場のイメージ（例︓時間外対応）

(例)在支病・後方支援
病院、かかりつけ医機能
を支援する病院

(例)在支診・かかりつけ医
機能を支援する診療所

市町村等（協議の場の基本的な圏域）

調整・マッチング
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協議の場のイメージ（例︓⼊退院⽀援）

＜協議事項＞
・在宅医療を提供する医療機

関と、後⽅⽀援病床を提
供する医療機関のマッチ
ング／グループ化

・平時から情報共有する仕組
みの構築（入退院⽀援
ルールの作成･運用、医療
DXの活用など）

・⾼齢者救急の搬送ルールの
調整

後
⽅
⽀
援
病
床
を
提
供
す
る
意
向

調 整・
マッチング

＜参加者の例＞
※協議内容に応じて参加者は異
なることに留意

・郡市区医師会
・都道府県・保健所
・市町村
・在宅医療を提供する診療所
・看護協会 など

【在支病・後方支援病院、かかりつけ医機能
支援病院・診療所】
〇 後方支援病床の確保

【在宅医療を提供する診療所】
○ 定期的な訪問診療の実施

市町村等において、在宅医療を
提供する診療所のニーズを集約し
て、⼆次医療圏の協議の場に上
げて、後方支援病床との調整・

マッチングを図る

【目指すべき姿】
○ 地域の在宅療養中の高齢者が、病状の急変等により突発的入院が必要となった場合に受け入れられる後方支援
病床を地域で確保する。入院しても早期に在宅復帰して住み慣れた地域で継続して生活できるよう、入院前から
在宅療養を担う医療機関と後方支援を担う医療機関との情報共有を強化する。

＜参加者の例＞
※協議内容に応じて参加者は異
なることに留意

・郡市区医師会
・都道府県・保健所
・市町村
・後⽅⽀援病床を提供する意

向のある医療機関 など

＜協議事項＞
・在宅医療を提供する医療機

関と、後⽅⽀援病床を提
供する医療機関のマッチ
ング／グループ化

・平時から情報共有する仕組
みの構築（入退院⽀援
ルールの作成･運用、医療
DXの活用など）

・⾼齢者救急の搬送ルールの
調整

二次医療圏市町村等

⾃
院
の
在
宅
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者
の
後
⽅
⽀
援
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床
を
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る
ニ
ー
ズ
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「かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会」資料より抜粋


